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１．2024年２月期第１四半期の連結業績（2023年３月 1日～2023年５月 31日） 
(1) 連結経営成績（累計）  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

営業収益 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する

四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2024年２月期第１四半期 2,324,798 5.5 51,469 17.2 48,121 8.4 17,728 △8.5

2023年２月期第１四半期 2,203,227 2.3 43,897 12.0 44,396 10.0 19,372 287.3

(注)包括利益 2024年２月期第１四半期 51,877百万円( △18.7％)  2023年２月期第１四半期 63,785百万円( 28.8 ％) 

１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

円 銭 円 銭 

2024年２月期第１四半期 20 74 20 72 

2023年２月期第１四半期 22 88 22 86 

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭 

2024年２月期第１四半期 12,566,511 1,986,727 8.0 1,174 11 

(金融を除く) (6,219,483) (1,549,958) (14.3) ― 

2023年２月期 12,341,523 1,970,232 8.0 1,161 12 

(金融を除く) (6,078,040) (1,544,061) (14.5) ― 

(参考) 1.自己資本 2024年２月期第１四半期 1,003,986百万円  2023年２月期 992,576百万円 
2.表中の（ ）書きは、総合金融事業以外の連結財政状態を表示しております。

(注) 当社は組織変更に伴い、当第１四半期連結会計期間より、「総合金融」事業に含めていた一部の子会社を「その他」
事業に変更しております。なお、前連結会計年度の総合金融事業以外の連結財政状態については、変更後の区分方
法により作成しております。

２．配当の状況 

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭

2023年２月期 ― 18  00 ― 18  00 36  00 

2024年２月期 ― 

2024年２月期(予想) 18  00 ― 18  00 36  00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

３．2024年２月期の連結業績予想（2023年３月１日～2024年２月29日）   （％表示は、対前期増減率） 

営業収益 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 

する当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円 銭 

通期 9,400,000 3.1 220,000 4.9 210,000 3.1 25,000 16.9 29 25 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

(4) 発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2024年２月期１Q 871,924,572株 2023年２月期 871,924,572株 

② 期末自己株式数 2024年２月期１Q 16,821,520株 2023年２月期 17,080,259株 

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2024年２月期１Q 854,949,758株 2023年２月期１Q 846,835,314株

（注）従業員持株 ESOP 信託が保有する当社株式（2024 年２月期１Q：1,876,700 株、2023 年２月期：2,136,600 株）

を自己株式に含めて記載しております。 

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提及び今後の見通し等については、添付資料７ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報 (3)連結業績予想

などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間(2023年３月１日～５月31日)の連結業績は、営業収益が２兆3,247億98

百万円(対前年同期比5.5％増)、営業利益は514億69百万円(前年同期より75億72百万円の増益)、経常

利益は481億21百万円(前年同期より37億24百万円の増益)となり、いずれも過去最高を更新しました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は177億28百万円(前年同期より16億43百万円の減益)となりまし

た。 

当第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染症(以下、コロナ)が５類感染症に見直され、

社会経済活動が回復し始めた一方、世界的な原材料価格の高騰や急激な円安など、消費者の生活防衛

意識が高まる不透明な状況が続いている中で、全報告セグメントが増収となりました。営業利益につ

いては、プライベートブランド(以下、PB)拡販、デジタルを活用した生産性の向上や使用電力の削減

を進めたＧＭＳ(総合スーパー)事業、ＳＭ(スーパーマーケット)事業、ＤＳ(ディスカウントストア)

事業、またコロナ下対比で客足の回復が進んだディベロッパー事業、サービス・専門店事業、国際事

業が増益となりました。一方で、営業債権残高に合わせて貸倒引当金繰入額や販売促進費が増加した

総合金融事業と、水道光熱費が大幅に増加したヘルス＆ウエルネス事業が減益となりました。 

［グループ共通戦略］ 

• 当社はイオングループ中期経営計画(2021～2025年度)で掲げた５つの変革「デジタルシフトの加速と進

化」「サプライチェーン発想での独自価値の創造」「新たな時代に対応したヘルス＆ウエルネスの進化」

「イオン生活圏の創造」「アジアシフトの更なる加速」を着実に推進しています。

• ＧＭＳ事業やＳＭ事業では、セルフスキャン・セルフチェックアウトシステムの導入を進めた結果、レ

ジ待ち時間短縮によるお客さまの利便性と、店舗におけるオペレーションの効率化により人時生産性が

向上しました。適切な割引価格を提示して廃棄による食品ロスを削減する「AIカカク」、需要を予測し

て商品発注を最適化する「AI オーダー」、勤務計画を自動起案する「AI ワーク」など AI を活用した効

率化が進み荒利益率や生産性が改善しています。さらに、イオンフィナンシャルサービス株式会社の海

外子会社では「AI クレジットスコアリング」や「AI 回収スコアリング」を積極的に導入し、外部信用

情報のないお客さまが一定数を占める市場においても、「AIスコアリング」による審査の精緻化による

お客さまの資金ニーズへお応えすると同時に、クレジット審査及び回収業務の効率化を目指します。オ

ンラインでは、店舗から出荷するネットスーパーの売上が拡大しているほか、顧客フルフィルメントセ

ンター(以下、CFC)から出荷するオンラインマーケット「Green Beans(グリーンビーンズ)」の事業を開

始しました。朝７時から夜 23 時まで１時間単位で配送時間を設定でき、品質の高い生鮮商品や CFC 出

荷ならではの大容量商品など約 50,000 品目で構成するサービスは、共働きや子育て世代など、買物時

間短縮の必要性が高く、来店機会も限られるお客さまのニーズに応えるものです。第２号 CFC は、東京

都八王子市にイオンモール株式会社が 2025 年に開業予定の複合型商業施設に併設する形で、2026 年に

稼働開始予定です。

• 当社の PB は、発売からまもなく 50 年となります。その間、ナショナルブランド同等品質のお値打ち価

格での提供から、企業理念を具現化した差別化や競争優位性の源泉へとポジションが変化してきました。

生活必需品の値上げで家計の負担が増していく中、「新価値創造ブランド」のトップバリュ、「満足品

質ブランド」のベストプライス、30 周年を迎える「オーガニック＆ナチュラルブランド」のグリーン

アイにて取り組む独自価値の開発・提案に、お客さまの支持をいただいています。地産地消型商品のほ

か、地域社会・経済の活性化につながるローカル PB の開発にも積極的に取り組み、今年度は PB 全体で

は 1.5 兆円、うちトップバリュの３ブランドで１兆円の売上を目指します。さらに、2025 年までにト

ップバリュのすべての商品を Reduce(リデュース＝削減化)、Reuse(リユース＝再使用化)、

Recycle(リサイクル＝再資源化)のいずれか、あるいは複数に対応して開発された環境配慮３Ｒ商品

に切り替えます。毎日のお買物でトップバリュをお選びいただくとお客さまが自然と３Ｒ活動に参加

でき、社会課題の解決を考慮した消費活動につながることを目指します。

• 当社が掲げる「イオン生活圏」構想は、お客さまと当社が電子マネー「WAON」、トータルアプリ

「iAEON(アイイオン)」、キャッシュレス決済「AEON Pay(イオンペイ)」に代表されるデジタルの活用で

常につながり、地域特性に根ざした商品、サービスと合わせて、地域をより良くしていく場を手にさ

れたお客さまが、店舗でもオンラインでも便利さや豊かさを感じることを目的としています。グルー

プシナジーにより地域における存在価値を高めるべく、2023 年４月には、当社、株式会社いなげや、ユ

ナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス株式会社で、経営統合に向けて基本合意しました。

今後さらなる競争激化が見込まれ、かつ店舗展開に制約のある首都圏地域において、店舗網の強化とス
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ケールメリットの実現を目指します。健康志向の高まりと高齢化を受けて成長するヘルス＆ウエルネ

ス事業のウエルシアホールディングス株式会社のグループ店舗では、WAONに交換できる「WAON POINT」サ

ービスの導入が完了しました。グループ内外における販売データと購買履歴情報を組み合わせてニー

ズを可視化した個別のマーケティングに活用し、お客さま満足の向上に取り組みます。

• アセアンにおいては、人口ボーナス期で消費性向の高いベトナムを最重要国として位置づけ、電子商取

引(以下、EC)を含めたマルチフォーマットでのドミナント出店を進めています。2023 年２月には、同

国７店舗目となるイオンモール フエを 2024 年下期のオープンに向け着工しました。また、順調にシ

ェアが拡大しているカンボジアでは、幅広い年齢層にエンターテインメントと教育を提供するエデュテ

イメントモールとして、４月７日にイオンモール ミエンチェイをグランドオープンしました。地域のく

らしを支えるべく、さらなるローカライズを進め、イオン生活圏構築を目指しています。

• 当社及び公益財団法人イオンワンパーセントクラブはトルコ・シリア大地震を受けて駐日トルコ共和

国大使館や公益財団法人日本ユニセフ協会に支援金や物資を寄付しました。国内では、次代に継承す

る文化的資産の復元を継続的に支援する「イオン首里城復興支援プロジェクト」への寄付、地域社会

の課題解決に助力する「イオン ハートフル・ボランティア」、店舗においてライフラインとしての

社会的責任を果たすべく国土交通省各地方整備局と「災害対応に関する協定」の締結を進めています。

また、1991 年から「買物袋持参運動」を続け、2022 年度、お客さまにご辞退いただいたレジ袋は累

計約 33億枚、約 10万 2,500tの二酸化炭素削減相当となりました。必要とされるお客さまに販売した

レジ袋の収益金約 4,609 万円は全国各地の自治体や団体に寄付し、地域での様々な環境保全活動にお

役立ていただいています。

［セグメント別の業績動向］ 

セグメントの業績は次のとおりです。 

＜ＧＭＳ事業＞ 

ＧＭＳ事業は、営業収益 8,216億 65百万円(対前年同期比 104.1％)、営業利益 10億 63百万円(前年同期よ

り９億55百万円の増益)となりました。 

イオンリテール株式会社は、「荒利益額の最大化」「ショッピングセンター収益改善」「デジタル売上拡大」を

実行しながら、様々なコスト上昇に耐えうる経営基盤を構築すべく「収益構造改革」を加速しています。

荒利益額の拡大に向けて、成長カテゴリーの売場拡大や品揃え拡充を推進しました。商品カテゴリー別

には、衣料では、ゴールデンウィークの観光や学校行事再開に伴う需要を取り込みながら、販売時期と価

格を個別に見極めた在庫コントロールによる商品回転率の改善を進めています。大型店では、売場の改善

に加え、生産性向上による接客へのシフトなど働き方も含めた新しいモデルを導入し、推進しています。

食品では、デリカや冷凍食品など成長カテゴリーの商品構成の見直しや売場面積の拡大に取り組み、ゴー

ルデンウィークに対応した販売戦略も奏功して売上が伸長しました。H&BC(ヘルス＆ビューティーケア)

では、インバウンドや脱マスクでの需要回復により医薬品や化粧品が売上を牽引した結果、既存店売上

高は対前年同期比105.1％と伸長し、荒利益率も改善しました。ショッピングセンター収益改善において

は、集客策、空床の削減、テナントの一時利用の拡大などに注力してコロナ下で減少した客数を回復さ

せ、テナント家賃収入を改善しました。デジタル売上拡大においては、ネットスーパーの規模拡大に向け

ての新規展開、ピックアップ拠点の拡大や、ＧＭＳの強みを活かした品揃えの拡充に取り組みました。ま

た、イオンスタイルオンラインの規模拡大、広告収入ビジネスの強化を図りました。収益構造改革にお

いては、戦略的な人件費の増加と、商品原価やエネルギー価格の高騰に対して、店舗・本社の経費削減

とデジタルを活用した生産性改善の両輪で推進しています。 

イオン北海道株式会社では、「商品と店舗の付加価値向上」「収益構造の改革」「地域との連携」など

に取り組む中で、ＧＭＳ３店舗、ＳＭ２店舗の大型活性化と小商圏の都市型モデル店舗の新規出店を実施

しました。商品においては、同社ならではのオリジナル商品を約 220 品目開発・リニューアルし、トップ

バリュの売上高は対前年同期比 116.1％に増加しました。衣料、住居余暇では、外出意欲の高まりに応える

売場を構築した結果、キャリーケースや化粧品の売上高が増加したほか、健康志向の高まりにより、プロテイン

や機能性表示食品などヘルスケア用品が堅調に推移し、特に睡眠改善関連食品の売上高は対前年同期比 155.4％

と大幅に伸長しました。デジタルの活用においては、ネットスーパーの売上高は対前年同期比 106.0％と伸長が

続き、５店舗への電子棚札や累計 116 店舗へのセルフレジの導入による業務効率化の結果、総労働時間が

対前年同期比 98.6％に減少しました。加えて、高効率の空調や照明機器への積極的な入れ替えにより、電

気使用量は対前年同期比 93.3％となり、収益性の改善につながりました。 
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イオン九州株式会社では、５月に「私たちの『たからもの』 九州をもっと―」をパーパスとして制定し、

特定した６つのマテリアリティ(重要課題)とともに同社のWebサイトにて公表しました。中期経営計画に掲げ

た「食の強化」「非食品分野の専門化」「DX 推進」「環境・地域社会への貢献」の取り組みを推進し、単体

における当第１四半期累計期間の業績は営業収益、各段階利益とも過去最高を更新しました。当年度より同

社連結子会社のイオンウエルシア九州株式会社が展開する、調剤併設型ドラッグストアと生鮮食品・弁当・

惣菜まで揃えたスーパーマーケットを融合した「ウエルシアプラス」の出店を加速します。地産地消・地産

域消の継続的な取り組みに加え、地域のより便利なくらしを目指して開始した「イオンの移動販売」では、

販売車に積載できない大型商品やまとめ買いのニーズにお応えすべく「イオンネットスーパー」との連携を

進めています。 

＜ＳＭ事業・ＤＳ事業＞ 

ＳＭ事業は、営業収益 6,649 億 13 百万円(対前年同期比 103.3％)、営業利益 62 億 79 百万円(前年同期

より 29億 50百万円の増益)となりました。ＤＳ事業は、営業収益 996億 15百万円(対前年同期比 104.4％)、

営業利益 16億80百万円(前年同期より 15億92百万円の増益)となりました。 

ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス株式会社は、商品と店舗変革による店舗収益の

拡大、OMO(Online Merges with Offline)による店舗外収益の拡大、保有する知的財産を活用したビジネス

領域の拡大を柱とする３カ年の中期経営計画を策定しました。オープンイノベーションプラットフォーム

「AKIBA Runway」や都市部の工場における持続的な野菜の製造小売を推進する「SEED コンソーシアム」

といった独自の取り組みにより、「Beyond Supermarket(スーパーマーケットを超える事業構造)」の実現

を図ります。お客さまの利便性を向上すべく、同社連結子会社の株式会社マルエツと株式会社カスミ(以下、

カスミ)では、配達エリア内にはご注文後最短１時間以内でお届けする即時配達を開始しました。同じくマッ

クスバリュ関東株式会社でもオンラインデリバリーの品揃えの見直しやサービス機能を拡張しています。

さらに、スマートフォン決済アプリ「Scan&Go ignica(スキャンアンドゴー イグニカ)」を利用したカス

ミの無人店舗「オフィススマートショップ」は 100カ所に拡大しました。

株式会社フジ(以下、フジ)では、「お客さまと従業員の『圧倒的な安心とワクワク』を実現する」を経営

ビジョンに掲げ、常にお客さま視点で最新ニーズへの対応に注力するとともに、廃棄ロスやコストの削減に

よる各段階利益の最大化を目指しています。同社連結子会社の株式会社フジ・リテイリングでは、愛媛県

と広島県を重点エリアとして出店計画を進め、大型店を中心にコロナ下で中止していたイベントを再開

するなど、売場活性化にも取り組んでいます。食品では、お客さまの生活防衛意識に対応する価格訴求商品

と前年度のフジの創業55周年記念商品を進化させた高付加価値商品を提供し、衣料品及び住居関連品では脱コロ

ナに向けての旅行・外出需要を捉えて堅調に推移しました。さらなる事業の拡大に取り組む移動スーパーは、合

計 43店舗を拠点に 76台 228ルートでサービスを提供しています。また、同じくマックスバリュ西日本株式会社

は、「地域密着」「生鮮強化」を軸にサプライチェーン改革を行い、兵庫県西部、岡山市、広島市、山口

県、香川県及び山陰エリアを中心とする出店と既存店の活性化に加え、９県 25 店舗を拠点に 35 台の専用

車両で展開する移動スーパーや EC をはじめとするノンストア事業の確立に向けた取り組みを進めています。

商品では、地場や旬の商品の大量販売のほか、バイヤーが厳選しておすすめする「バイヤー三ツ星」や地

元生鮮素材を使った独自商品の展開に注力しました。３月には兵庫プロセスセンターを稼働させ、店舗

の生産性向上を図っています。 

マックスバリュ東海株式会社では、ブランドメッセージである「想いを形に、『おいしい』でつながる。」を

具現化すべく、地域に根差した店舗づくりや商品・サービスの提供に取り組んでいます。商品においては、

生産者を応援し地域に親しまれる「じもの」商品の品揃えの拡充や、食事バランスを考慮した商品の開発を

行って健康的な食生活の提案に努めました。節約志向の高まりに対しては、得意日の販促やトップバリュ

の展開強化に加え、食べきり・使いきりに適した小分け商品の品揃え強化に取り組みました。また、累計

176 店舗でキャッシュレスセルフレジの導入が完了し、レジ精算における利便性の向上やレジ関連業務の削

減に努めました。顧客接点の創出として、「Uber Eats」を利用した商品配達サービスの拠点を合計 36 拠

点まで拡大し、無人店舗「Maxマート」を名古屋エリアで初出店しました。 

＜ヘルス＆ウエルネス事業＞ 

ヘルス＆ウエルネス事業は、営業収益 2,996億 40百万円(対前年同期比 111.4％)、営業利益 71億 60百

万円(前年同期より３億 18百万円の減益)となりました。 

ウエルシアホールディングス株式会社及び同社連結子会社は、当第１四半期連結会計期間において、マ

スクや抗原検査キットなどのコロナ対策関連商品や PCR 等検査事業に対する需要は、感染縮小とともに減

少しましたが、外出機会の増加を受けた化粧品や、各国の行動規制緩和を受けたインバウンド需要には回
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復の兆しも見られます。物販部門においては外出需要の増加を背景に既存店売上高は堅調に推移し、調剤

部門においては、調剤併設店舗数の増加(当第１四半期連結会計期間末現在 2,044 店舗)により、処方箋受

付枚数が増加しました。また、2023 年３月に WAON POINT サービスを全国の店舗に導入開始し、集客施策

を強化しました。販売費及び一般管理費については、燃料価格の高騰を受けて水道光熱費が大幅に増加し

ましたが、店舗のエネルギー消費低減に向けた取り組みや、自動発注の推進による店舗業務の効率化によ

り、経費適正化に努めました。 

＜総合金融事業＞ 

総合金融事業は、営業収益 1,158 億 90 百万円(対前年同期比 107.2％)、営業利益 94 億 73 百万円(前年

同期より 60億 38百万円の減益)となりました。 

イオンフィナンシャルサービス株式会社は国内及び海外において、グループ共通ポイントを活用した利

便性の向上、モバイルサービスの拡充、新規事業の創出など、中長期的な成長に向けた投資及び基盤整備

を進めるとともに、デジタル金融包摂の進展に取り組んでいます。 

国内では、住宅ローンについてお買物の際にご来店いただける強みを活かし、店舗での相談ニーズへの

対応に継続して取り組むとともに、Web からのお申込みやオンライン相談を推進しています。資産形成・

運用、相続、健康増進などのニーズに応えるサービスの展開に加え、iAEON などでご利用いただけるコー

ド決済サービス AEON Pay の加盟店を拡大し、お客さまの利便性を向上させています。その結果、株式会

社イオン銀行の預金口座数は 840 万口座(期首差 11 万口座増)、国内カード有効会員数は 3,107 万名(期首

差 24万名増)、カードショッピング取扱高は１兆 7,572億 92百万円(対前年同期比 9.2％増)と堅調に推移

しました。 

海外では、消費活動の回復に伴い、カードショッピング及び個品割賦の取扱高が大幅に増加しています。

中華圏では、若年層をターゲットとして、日本での利用時やオンラインショッピングでのキャッシュバッ

クスキームを採用した「AEON CARD WAKUWAKU」にて積極的にカード会員を獲得するとともに、スマートフ

ォン決済「WeChat Pay」へのイオンカードの紐づけを推進し、利便性を向上させました。メコン圏では、

従来は与信審査が困難であった顧客層に対し、デジタルプラットフォームを活用した小口ローンの提供を

本格的に展開していきます。マレー圏では、マレーシアのバイクの新車販売登録台数約３割のシェアを有

するバイクローンでは、メーカーとの共同販促企画の実施や審査基準の一部見直しにより個品割賦の取扱

高が大幅に増加しました。 

＜ディベロッパー事業＞ 

ディベロッパー事業は、営業収益 1,168 億 58 百万円(対前年同期比 108.6％)、営業利益 140 億 14 百万

円(前年同期より９億 15百万円の増益)となりました。 

イオンモール株式会社は、５月に新たに策定した 2030 年ビジョン「イオンモールは、地域共創業へ」

に基づき「つながる」を創造し、広げ、深め、持続可能な地域の未来につながる営みを共創する企業を目

指しています。国内では、お客さまの外出機会が増え、消費トレンドが急速に回復する中で、全国のイオ

ンモールで 1,000 以上のイベントを実施してファミリー層の集客強化を図った結果、当第１四半期連結累

計期間の既存モール専門店売上(対象 91モール)は対前年同期比 108.0％と伸長しました。当連結会計年度

にオープンを計画している４施設のうち、４月にイオンモール豊川(愛知県)、THE OUTLETS SHONAN 

HIRATSUKA(神奈川県)をオープンしています。 

海外においては、アセアン、中国とも、コロナに伴う行動規制が大幅に緩和され、消費トレンドは回復

基調にあります。各地の旧正月に関連する購買需要を捉え、当第１四半期連結累計期間の各地の営業収益

はいずれも２桁伸長しました。アセアンの購買動向は、都市と地方の間や近隣国の間の人流に左右されや

すいものの、最重点出店エリアであるベトナムでは、ホーチミン市を中心とした南部、ハノイ市を中心と

した北部の両エリアに加えて、中部エリアの周辺都市においてもドミナント出店を推進します。中国では、

成長性の高い内陸部の湖北省・湖南省を重点出店エリアと位置づけ、2025 年度末時点での海外 50 モール

体制実現を目指し、新規出店を加速していきます。 

＜サービス・専門店事業＞ 

サービス・専門店事業は、営業収益 2,003億 84百万円(対前年同期比 107.5％)、営業利益 55億 81百万

円(前年同期より 26億 83百万円の増益)となりました。 

イオンディライト株式会社の当第１四半期連結累計期間は全７事業で増収となり、売上高・営業利益と

もに前年同期を上回りました。アカウント営業の強化を通じた提供サービスの拡大や同一顧客における他

拠点物件の受託などにより顧客内シェアを拡大しました。加えて、省エネや防疫対策を含め、これまで蓄

イオン㈱（8267）2024年２月期　第１四半期決算短信

-5-



積してきた実績やノウハウを活かしたお客さま起点の提案活動を継続することで、新たに多種多様な施設

においてサービスの提供を開始しました。同時に、持続可能な事業モデル構築に向けて、複数の施設を効

率的に管理する新たな施設管理モデル「エリア管理」の展開や、デジタルデバイスを活用した定型業務の

自動化などの DXを推進しました。 

株式会社イオンファンタジーは、当第１四半期連結会計期間末の店舗数は国内 656 店舗、海外 435 店舗、

合計 1,091 店舗となりました。国内事業では、コロナ影響からの回復が遅れていたメダル部門で３年ぶり

に新規機械投資を行い、同部門の当第１四半期連結累計期間の既存店売上高前年同期比が 123.5％となっ

たほか、戦略的小型店「TOYS SPOT PALO(カプセルトイ専門店)」と「PRIZE SPOT PALO(プライズ専門店)」

の積極的な出店を続けるカプセルトイ部門とプライズ部門も好調を維持しました。海外においても、中国

事業は 12月からの全店営業再開を受けて当第１四半期連結累計期間の既存店売上高前年同期比が 176.8％

と回復し、アセアン事業も競合との出店競争が激しくなり始めている中で「店舗の内装・遊具の品質の高

さ」に加え、「こども目線で一緒に遊ぶスタッフの接客力」で差別化を図り、当第１四半期連結累計期間

の売上高前年同期比は 134.6％となりました。 

株式会社キャンドゥは、当社グループとの協業によるシナジーを最大限に発揮するため、「販路の拡大」

「商品・ブランドの差別化」「企業価値の向上」を掲げ、お客さま満足の向上を図る取り組みを強化して

います。販路の拡大では、当社グループを中心に出店を加速させた結果、当第１四半期連結会計期間末に

おける店舗数は 12 店舗増加して 1,257 店舗となりました。商品・ブランドの差別化では、お客さまから

支持される商品を追求し、生活防衛意識にフィットした 100 円商品と、付加価値を提供する他価格商品の

MD(マーチャンダイジング)を構築し、環境に配慮した商品開発を進めています。また、企業価値の向上で

は、WAON導入による「イオン生活圏における“つながり”の創出」を進め、什器・備品などを当社グルー

プと共同仕入れにより、出店コストや設備管理コストを抑制し、IT・デジタル化による収益性向上を図っ

ています。 

株式会社コックスは、「ブランド力強化・MD改革による荒利率の改善」「EC運営改善・D to C(Direct 

to Consumer)強化による EC 売上の拡大」「売り方改革・売場改革による店舗売上の回復」を重点施策に

掲げています。当第１四半期連結累計期間においては、雑誌タイアップ企画を毎月実施し、ファミリー向

けファッション・ライフスタイルセレクトショップ「ikka THE BEAUTIFUL LIFE GREEN STORE」へのブラン

ドリニューアルを推進した結果、既存店売上高の対前年同期比が 105.6％へ伸長しました。EC では、店舗

会員の自社サイトへの送客を進めるほか、他社 ECサイトへ「ikka」「LBC」「VENCE」「notch」「NO NEED」

の５ブランドを出店し、売上の拡大に取り組んでいます。 

＜国際事業＞(連結対象期間は主として１月から３月) 

国際事業は、営業収益 1,322 億 69 百万円(対前年同期比 108.9％)、営業利益 32 億 27 百万円(前年同期

より３億 61百万円の増益)となりました。 

イオンマレーシア(AEON CO. (M) BHD.)は、コロナに関する行動規制緩和後初となる旧正月を迎え各地へ

の帰省や旅行などの需要を取り込み、小売だけでなく各ショッピングモールの集客も大幅に増加、祝祭や

学校休暇・新学期準備の需要により増収増益となりました。EC では、行動規制の状況に合わせて変化す

るお客さまの購買動向を受けて品揃えを常に改善し、指定時間内の配送率を向上させた結果、ネットスー

パー「myAEON2go」の売上高は対前年同期比で約３割増加しました。 

イオンベトナム(AEON VIETNAM CO.,LTD.)でも、コロナに関する行動規制緩和後初となるテトを迎え各地

のモール及び店舗が大盛況となりました。商品ではトップバリュや住居余暇の PB「HOME COORDY」の展開

強化後に売上高が対前年同期比で２桁以上伸長したほか、衣料品における独自商品の開発が奏功し、増収

となりました。新しい取り組みへの先行投資から営業利益は減益となりましたが、特に衣料品の影響で荒

利益率は改善しており、販売費及び一般管理費も抑制できました。 

中国においては、３年ぶりの行動規制のない春節に対前年同期比４倍超の延べ 21 億人が移動した結果、

春節関連の商品が好調に推移し、特に人口流入エリアである湖北にて売上高が大幅に増加しました。EC

では、実店舗への人流の回復とコロナ規制下のまとめ買い需要の減退で一時的に市場全体が縮小する中、

自社が運営する永旺 APP(イオンアプリ)を強化しており、当年度は前年度と同水準の売上確保を目指しま

す。 
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（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末から 2,249 億 87 百万円増加し、12 兆

5,665 億 11 百万円(前期末比 101.8％)となりました。前連結会計年度末からの増加の主な要因は、受取

手形及び売掛金が 1,180億 28百万円、銀行業における貸出金が 823億 27百万円、営業貸付金が 386億

23百万円それぞれ増加したこと等によるものです。 

負債は、前連結会計年度末から 2,084億 93百万円増加し、10兆 5,797億 83百万円(同 102.0％)とな

りました。前連結会計年度末からの増加の主な要因は、支払手形及び買掛金が 530 億 25 百万円、長期

借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)が 460 億 22 百万円、コマーシャル・ペーパーが 395 億 17

百万円増加したこと等によるものです。 

純資産は、前連結会計年度末から 164 億 94 百万円増加し、１兆 9,867 億 27 百万円(同 100.8％)とな

りました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

通期の連結業績見通しについては、2023年４月 12日に公表しました業績予想に変更はありません。 

 

※業績予想につきましては、当社は純粋持株会社としてグループ経営を行っており、当社の個別業績予想は

開示しておりません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,309,725 1,232,653

コールローン 10,373 14,629

受取手形及び売掛金 1,877,761 1,995,790

有価証券 508,223 486,083

棚卸資産 596,708 621,806

営業貸付金 502,737 541,361

銀行業における貸出金 2,462,327 2,544,654

その他 543,011 526,576

貸倒引当金 △129,109 △132,838

流動資産合計 7,681,759 7,830,717

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,630,449 1,645,915

工具、器具及び備品（純額） 212,266 219,698

土地 1,043,143 1,056,113

建設仮勘定 78,909 66,642

その他（純額） 336,676 358,089

有形固定資産合計 3,301,444 3,346,459

無形固定資産

のれん 145,160 141,386

ソフトウエア 148,348 152,383

その他 62,518 62,592

無形固定資産合計 356,026 356,362

投資その他の資産

投資有価証券 263,947 273,909

退職給付に係る資産 25,729 26,752

繰延税金資産 145,431 152,528

差入保証金 412,691 409,299

その他 161,318 177,197

貸倒引当金 △6,825 △6,716

投資その他の資産合計 1,002,292 1,032,971

固定資産合計 4,659,764 4,735,793

資産合計 12,341,523 12,566,511
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,039,947 1,092,973

銀行業における預金 4,392,204 4,422,291

短期借入金 453,904 467,187

1年内返済予定の長期借入金 346,338 301,608

1年内償還予定の社債 167,920 187,995

コマーシャル・ペーパー 75,000 114,517

未払法人税等 48,344 26,296

賞与引当金 38,260 52,819

店舗閉鎖損失引当金 2,706 1,962

ポイント引当金 6,529 6,773

その他の引当金 1,253 414

設備関係支払手形 57,453 54,903

その他 848,014 893,127

流動負債合計 7,477,878 7,622,870

固定負債

社債 905,541 865,168

長期借入金 1,157,865 1,248,618

繰延税金負債 31,669 32,385

店舗閉鎖損失引当金 6,228 6,515

利息返還損失引当金 5,180 4,336

その他の引当金 399 362

退職給付に係る負債 18,653 17,285

資産除去債務 116,891 116,182

長期預り保証金 264,994 266,462

保険契約準備金 54,338 52,915

その他 331,649 346,678

固定負債合計 2,893,412 2,956,913

負債合計 10,371,290 10,579,783
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 220,007 220,007

資本剰余金 299,667 296,944

利益剰余金 411,758 414,060

自己株式 △22,936 △22,339

株主資本合計 908,498 908,673

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 41,711 45,850

繰延ヘッジ損益 257 273

為替換算調整勘定 45,825 52,698

退職給付に係る調整累計額 △3,716 △3,510

その他の包括利益累計額合計 84,077 95,312

新株予約権 1,173 1,203

非支配株主持分 976,482 981,537

純資産合計 1,970,232 1,986,727

負債純資産合計 12,341,523 12,566,511
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年３月１日
　至 2022年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年５月31日)

営業収益

売上高 1,925,295 2,026,232

総合金融事業における営業収益 95,391 101,447

その他の営業収益 182,540 197,117

営業収益合計 2,203,227 2,324,798

営業原価

売上原価 1,392,581 1,457,057

総合金融事業における営業原価 12,977 13,499

営業原価合計 1,405,558 1,470,557

売上総利益 532,713 569,175

営業総利益 797,669 854,240

販売費及び一般管理費 753,771 802,771

営業利益 43,897 51,469

営業外収益

受取利息 1,048 1,341

受取配当金 403 279

持分法による投資利益 1,538 1,037

その他 8,405 6,124

営業外収益合計 11,395 8,783

営業外費用

支払利息 8,905 9,383

その他 1,991 2,749

営業外費用合計 10,896 12,132

経常利益 44,396 48,121

特別利益

関係会社株式売却益 23,617 ―

段階取得に係る差益 3,290 ―

店舗閉鎖損失引当金戻入額 2 121

その他 1,408 442

特別利益合計 28,317 564

特別損失

減損損失 275 1,051

固定資産除却損 452 732

店舗閉鎖損失引当金繰入額 344 888

その他 2,809 780

特別損失合計 3,881 3,453

税金等調整前四半期純利益 68,832 45,231

法人税、住民税及び事業税 23,386 20,720

法人税等調整額 2,725 △6,663

法人税等合計 26,112 14,057

四半期純利益 42,720 31,174

非支配株主に帰属する四半期純利益 23,348 13,446

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,372 17,728
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年３月１日
　至 2022年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年５月31日)

四半期純利益 42,720 31,174

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △20,449 6,923

繰延ヘッジ損益 3,666 △33

為替換算調整勘定 38,690 13,425

退職給付に係る調整額 △594 305

持分法適用会社に対する持分相当額 △249 82

その他の包括利益合計 21,065 20,703

四半期包括利益 63,785 51,877

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 23,351 28,963

非支配株主に係る四半期包括利益 40,433 22,914
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

 

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記) 

該当事項はありません。 

 

(会計方針の変更)  

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用) 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価

算定会計基準適用指針第 27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に

与える影響はありません。 

 

(追加情報)  

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引) 

当社は、中長期的な企業価値向上を図ることを目的とし、信託型従業員持株インセンティブ・プラ

ンとして「従業員持株 ESOP信託」（以下、「ESOP信託」といいます。)を導入しております。 

ESOP 信託が所有する当社株式は純資産の部に自己株式として表示しており、当該自己株式の帳簿

価額及び株式数は、当第１四半期連結会計期間末において 4,336 百万円、1,876,700 株であります。

また、総額法の適用により計上された長期借入金（１年内返済予定を含む）の帳簿価額は 5,200百万

円であります。 
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（セグメント情報） 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2022年３月１日 至 2022年５月 31日) 

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 
 (単位：百万円) 

 報告セグメント 

 ＧＭＳ ＳＭ ＤＳ 
ヘルス＆ 
ウエルネス 

総合金融 
ディベ 
ロッパー 

サービス・ 
専門店 

営業収益        

外部顧客への 
営業収益 

765,203 639,931 95,255 268,852 95,391 87,099 140,127 

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

23,819 3,514 193 189 12,749 20,501 46,312 

計 789,022 643,445 95,448 269,041 108,141 107,600 186,440 

セグメント利益又は 
損失(△) 

107 3,328 87 7,479 15,511 13,099 2,898 
 
 報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 

(注)２、３ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)４ 

 国際 計 

営業収益       

外部顧客への 
営業収益 

120,593 2,212,453 653 2,213,106 △9,879 2,203,227 

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

884 108,165 11,134 119,299 △119,299 ― 

計 121,478 2,320,618 11,787 2,332,405 △129,178 2,203,227 

セグメント利益又は 
損失(△) 

2,865 45,377 △1,265 44,112 △215 43,897 

 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等を含んでおりま

す。 

２ 外部顧客への営業収益の調整額△9,879百万円の主な内訳は、下記のとおりであります。 

① 報告セグメントにおいては当該事業セグメントの業績表示に適した総額表示としている一部のサービス取

引について、四半期連結損益計算書では付随的な収益であるため純額表示へ組み替えている調整額   

△24,211百万円 

② 事業セグメントに帰属しない本社機能の一部として、グループ内の商品供給等を行っている会社の、持分

法適用関連会社等に対する営業収益 14,305百万円 

３ セグメント利益又は損失(△)の調整額△215百万円の主な内訳は、下記のとおりであります。 

① 事業セグメントに配分していない純粋持株会社の利益 955百万円 

② 事業セグメントに帰属しないグループ内の商品供給等を行っている会社の損失△838百万円 

③ セグメント間取引消去等△357百万円 

４ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2023年３月１日 至 2023年５月 31日) 

１. 報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報
 (単位：百万円) 

報告セグメント 

ＧＭＳ ＳＭ ＤＳ 
ヘルス＆
ウエルネス

総合金融 
ディベ 
ロッパー

サービス・ 
専門店

営業収益 

外部顧客への 
営業収益 

796,872 661,469 99,310 299,454 101,447 95,801 150,243 

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

24,792 3,444 304 186 14,442 21,057 50,140 

計 821,665 664,913 99,615 299,640 115,890 116,858 200,384 

セグメント利益又は
損失(△)

1,063 6,279 1,680 7,160 9,473 14,014 5,581 

報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 

(注)２、３ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)４ 

国際 計 

営業収益 

外部顧客への 
営業収益 

131,218 2,335,819 1,497 2,337,317 △12,518 2,324,798 

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

1,051 115,420 11,725 127,145 △127,145 ― 

計 132,269 2,451,239 13,223 2,464,462 △139,664 2,324,798 

セグメント利益又は
損失(△)

3,227 48,480 △2,008 46,471 4,998 51,469 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等を含んでおりま

す。 

２ 外部顧客への営業収益の調整額△12,518百万円の主な内訳は、下記のとおりであります。 

① 報告セグメントにおいては当該事業セグメントの業績表示に適した総額表示としている一部のサービス取

引について、四半期連結損益計算書では付随的な収益であるため純額表示へ組み替えている調整額

△27,523百万円

② 事業セグメントに帰属しない本社機能の一部として、グループ内の商品供給等を行っている会社の、持分

法適用関連会社等に対する営業収益 14,902百万円

３ セグメント利益又は損失(△)の調整額 4,998百万円の主な内訳は、下記のとおりであります。 

① 事業セグメントに配分していない純粋持株会社の利益 1,178百万円

② 事業セグメントに帰属しないグループ内の商品供給等を行っている会社の利益 3,627百万円

③ セグメント間取引消去等 186百万円

４ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２. 報告セグメントの変更等に関する事項

当社は組織変更に伴い、当第１四半期連結会計期間より、「総合金融」事業に含めていた一部の子会

社を「その他」事業に変更しております。なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報について

は、変更後の区分方法により作成しております。 
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